
北海道土地改良事業団体連合会 会報

道民の財産、「水」「土」「里」を次代へ引き継ごう　
　「水
み

土
ど

里
り

ネット北海道」は北海道土地改良事業団体連合会の愛称です　

！
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C O N T E N T S
●農業生産基盤の整備に必要な予算総額の確保等を要請    ❷
財務省、農水省、道選出国会議員等に

●令和３年度農業農村整備予算の確保へ
　「農業農村整備の集い」   ❹
農林水産大臣をはじめ国会議員が臨席
全国から約440名の土地改良関係者が総意結集 

●2020秋の叙勲   ❻
道内から伊林氏(前・大雪土地改良区理事長)が受章
土地改良事業功労 

●指導監査に係る本会の対応など協議   ❻
第１回土地改良区委員会 

●令和３年度農地海岸事業の予算確保を要請
　北海道海岸農地保全対策事業促進協会    ❻
●わが村運動20年を総括
　「わが村は美しく－北海道」運動　記念シンポジウム    ❼
●【情報提供】スマート農業実証プロジェクトの実施に
　向けた相談窓口の設置について    ❼
●【ＰＲ】「わが村は美しく－北海道」運動　第10回コンクール    ❽

※ 「ふるさとの田んぼと水」子ども絵画展には、
全国から4,883点の応募がありました。

地域団体賞（理事長賞）受賞作品

「ふるさとの田んぼと水」子ども絵画展2020
～新発見！ぼくのわたしのふるさと自慢！～

「くるまや大きな田んぼ」
上富良野町立上富良野小学校　2年　榎本　朔太郎くん

（水土里ネットふらの）

「田植えは楽しい」
浦河町立荻伏小学校　5年　天野　璃音さん

（水土里ネットうらかわ）

「たんぼにいった」
北見市立相内小学校　1年　松岩　優芽さん

（水土里ネット北見）
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と
か
ら
、
若
い
世
代
の
農
業
者
が
意
欲
を

持
っ
て
農
業
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
必
要
と

す
る
農
業
農
村
整
備
事
業
の
実
施
に
向
け
て

予
算
面
で
支
え
て
い
く
こ
と
が
役
割
と
考
え

て
い
る
」
と
述
べ
、
北
海
道
に
お
け
る
農
業

農
村
整
備
事
業
の
必
要
性
に
つ
い
て
理
解
を

示
し
た
。

　

ま
た
、
道
選
出
国
会
議
員
等
へ
の
要
請
に

対
し
、
各
議
員
か
ら
「
大
雨
等
の
災
害
時
に

お
い
て
、
基
盤
整
備
の
実
施
の
有
無
で
湛
水

被
害
や
作
物
の
育
成
に
歴
然
と
し
た
差
が
表

れ
て
お
り
、防
災
・
減
災
対
策
は
重
要
な
テ
ー

マ
と
認
識
し
て
い
る
」、「
防
災
・
減
災
、
国

土
強
靱
化
に
つ
い
て
は
、
３
ヵ
年
緊
急
対
策

後
も
し
っ
か
り
と
対
応
す
る
必
要
が
あ

る
」、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
等
に
よ
る
影
響
に
対
応

す
る
た
め
国
内
対
策
を
し
っ
か
り
と
進
め
て

い
き
た
い
」、「
地
元
が
必
要
と
す
る
農
業
農

村
整
備
事
業
の
予
算
確
保
に
向
け
全
力
で
頑

張
る
」
な
ど
の
回
答
が
得
ら
れ
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
農
水
省
で
は
奥
田
透
農
村
振

興
局
次
長
、
安
部
伸
治
農
村
振
興
局
整
備
部

長
と
面
談
し
、
必
要
な
予
算
の
確
保
等
を
求

め
た
。

財
務
省
、
農
水
省
、
道
選
出
国
会
議
員
等
に

令
和
３
年
度
国
費
予
算
概
算
決
定
に
向
け

農
業
生
産
基
盤
の
整
備
に
必
要
な

予
算
総
額
の
確
保
等
を
要
請

　

本
会
は
10
月
29
、
30
日
に
令
和
3
年
度
国

費
予
算
の
確
保
に
向
け
た
要
請
活
動
を
実

施
。
財
務
省
、
農
水
省
、
道
選
出
国
会
議
員

等
に
対
し
、
農
業
競
争
力
の
強
化
等
に
向
け

た
農
業
農
村
整
備
事
業
関
係
予
算
の
確
保
と

農
村
地
域
の
国
土
強
靱
化
に
向
け
た
防
災
・

減
災
対
策
の
着
実
な
推
進
な
ど
を
強
く
求
め

た
。

　

要
請
に
は
、
本
会
の
尾
田
則
幸
会

長
と
德
永
哲
雄
副
会
長
（
弟
子
屈
町

長
）
を
は
じ
め
農
業
農
村
整
備
推
進

委
員
会
の
代
表
者
が
参
加
し
、「
本
道

の
農
業
・
農
村
が
引
き
続
き
持
続
的

に
発
展
し
て
い
く
た
め
に
は
、
ス

マ
ー
ト
農
業
の
推
進
や
高
品
質
・
高

収
益
な
作
物
の
生
産
拡
大
、
農
村
地

域
の
防
災
・
減
災
な
ど
に
向
け
た
農

業
農
村
整
備
を
計
画
的
に
実
施
し
、

農
業
競
争
力
強
化
と
国
土
強
靱
化
を

着
実
に
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
る
」

と
訴
え
、
①
農
業
農
村
整
備
事
業
関

係
予
算
の
確
保
②
農
村
地
域
の
防

災
・
減
災
対
策
の
着
実
な
推
進
③
Ｔ

Ｐ
Ｐ
協
定
等
に
よ
り
大
き
く
影
響
を

受
け
る
地
域
へ
の
万
全
な
対
策
―
の

実
現
を
求
め
た
。

　

財
務
省
で
は
、
船
橋
利
実
大
臣
政

務
官
に
要
請
し
、
政
務
官
は
「
北
海

道
農
業
は
、
安
全
安
心
な
食
料
の
安

定
供
給
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
こ

岩本剛人参議院議員へ要請する本会代表者

要請動画を視聴する稲津久衆議院議員

船橋財務大臣政務官へ要請する本会代表者
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　北海道の農業は、積雪寒冷な気象など厳しい生産条件を、農業者のたゆまぬ努力と農業生
産基盤整備の積み重ねにより克服し、本道の社会・経済を支える基幹産業として発展を続け、
我が国の食料の安定供給に重要な役割を担ってきました。

　近年、ＴＰＰ11や日ＥＵ・ＥＰＡに続き日米貿易協定が発効される等グローバル化がます
ます進む中で、大雨や地震等相次ぐ大規模な自然災害が発生するなど、食料・農業・農村を
めぐる情勢が大きく変化しています。

　さらに、この度の新型コロナウィルスの感染拡大により、一部の国では穀物等で輸出規制
を設けるなど、食料確保への不安が浮き彫りになり、改めて、不測の事態においても対応で
きる国内の食料生産、供給力の向上に向けた取組の必要性が再認識されております。

　このような中で、本道の農業・農村が、国民への安全・安心な食料の安定供給に一層貢献
し、引き続き持続的に発展していくためには、飛躍的な生産性の向上が期待できるスマート
農業の推進や、高品質、高収益な作物の生産拡大、農業施設の防災・減災などに向けた農業
農村整備を計画的に実施し、農業競争力強化と国土強靭化を着実に進めていく必要がありま
す。

　つきましては、令和３年度予算編成に当たり、地域の要望に即した農業生産基盤の整備等
を推進するために必要な当初予算をはじめとした予算総額の安定確保等を要請します。

記

１．農業競争力の強化等に向けた農業農村整備事業関係予算の確保

　 　国際化の進展に対応した力強い農業の展開や、スマート農業の加速化に向けて、農地や
農業水利施設、農道の整備・保全など、多様な地域のニーズを踏まえた生産基盤整備の計
画的な推進に必要な当初予算をはじめとした予算総額と新規採択枠を確保すること

２．農村地域の国土強靭化に向けた防災・減災対策の着実な推進

　 　農業水利施設の長寿命化・耐震化や突発事故の復旧対策、集中豪雨による洪水・湛水被
害防止対策など、農村地域の防災・減災対策を着実に推進すること

３．ＴＰＰ協定等により大きく影響を受ける地域への万全な対策

　 　ＴＰＰ11や日ＥＵ・ＥＰＡ、日米貿易協定などに関し、その影響は相当な長期に及ぶこ
とが考えられることから、引き続き、「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、本道農
業・農村の体質強化を図るための施策を着実に実施すること

　　　　　令和２年10月
水土里ネット北海道　　　　　　　
北海道土地改良事業団体連合会　　
会長理事　尾　田　則　幸　　

要　　請　　書
農業農村整備事業の推進等を求める
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「
様
々
な
課
題
に
対

応
し
つ
つ
、
農
林
水

産
業
の
成
長
産
業
化

と
地
域
の
活
性
化
を

更
に
進
め
、
食
料
安

全
保
障
の
強
化
、
食
料
自
給
率
の
向
上
を
実

現
す
る
た
め
に
も
、
農
地
や
農
業
水
利
施
設

な
ど
、
生
産
基
盤
の
整
備
は
不
可
欠
。
今
後

と
も
必
要
な
予
算
の
確
保
に
全
力
で
取
り
組

ん
で
い
く
」
と
予
算
確
保
に
向
け
た
決
意
を

述
べ
た
。

　

都
道
府
県
水
土
里

ネ
ッ
ト
会
長
会
議
顧

問
の
進
藤
金
日
子
参

議
院
議
員
は
、「
輸
出

を
伸
ば
し
て
い
く
、

強
い
農
林
水
産
業
を
創
っ
て
い
く
に
は
10
年

20
年
先
を
見
据
え
た
基
盤
を
つ
く
る
必
要
が

あ
り
、
土
地
改
良
の
役
割
は
極
め
て
大
き
く

な
っ
て
い
る
。
必
要
な
予
算
を
確
保
し
て
い

く
」
と
述
べ
た
。

　

次
い
で
、
同
顧
問

の
宮
崎
雅
夫
参
議
院

議
員
は
、「
予
算
の
確

保
、
制
度
の
充
実
に

対
す
る
皆
様
の
熱
い

思
い
を
し
っ
か
り
受
け
止
め
、
こ
れ
ら
の
実

現
に
向
け
頑
張
っ
て
い
き
た
い
。
進
藤
議
員

と
２
人
で
力
を
合
わ
せ
、
土
地
改
良
を
ま
っ

す
ぐ
前
に
進
め
る
べ
く
全
力
を
尽
く
し
て
い

き
た
い
」
と
力
強
く
述
べ
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
森
山
裕
自
民
党
国
会
対
策
委

令
和
３
年
度
農
業
農
村
整
備
予
算
の
確
保
へ

農
林
水
産
大
臣
は
じ
め
国
会
議
員
が
臨
席

全
国
か
ら
約
４
４
０
名
の
土
地
改
良
関
係
者
が
総
意
結
集

『
農
業
農
村
整
備
の
集
い
』

　

全
国
土
地
改
良
事
業
団
体
連
合
会（
会
長
・

二
階
俊
博
）
は
11
月
20
日
、
東
京
都
千
代
田

区
の
砂
防
会
館
別
館
で
「
農
業
農
村
整
備
の

集
い
」
を
開
い
た
。
農
林
水
産
省
か
ら
野
上

浩
太
郎
大
臣
、
葉
梨
康
弘
副
大
臣
は
じ
め
、

牧
元
幸
司
農
村
振
興
局
長
、
奥
田
透
同
局
次

長
ら
幹
部
が
出
席
。
ま
た
、
多
数
の
衆
参
国

会
議
員
の
臨
席
を
得
て
、
全
国
か
ら
約

4
4
0
名
の
土
地
改
良
関
係
者
が
参
集
。
事

業
の
計
画
的
・
安
定
的
な
推
進
に
必
要
な
予

算
確
保
や
大
規
模
災
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興

を
早
急
に
進
め
る
こ
と
な
ど
、
12
項
目
か
ら

な
る
要
請
書
を
全
会
一
致
で
採
択
し
、
総
意

を
結
集
し
た
。

　

集
い
で
は
、
主
催

者
を
代
表
し
て
挨
拶

に
立
っ
た
全
国
水
土

里
ネ
ッ
ト
の
二
階
会

長
は
、「
進
藤
、
宮
崎

両
参
議
院
議
員
の
「
車
の
両
輪
体
制
」
の
も

と
、
組
織
一
丸
と
な
っ
て
闘
っ
た
結
果
、
今

年
度
は
補
正
予
算
等
を
含
め
て
６
５
１
５
億

円
と
い
う
予
算
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き

た
。
今
、
ま
さ
に
来
年
度
の
予
算
編
成
作
業

が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
農
業
農
村
に
お
け

る
過
疎
化
、
高
齢
化
、
担
い
手
不
足
と
い
う

課
題
を
払
拭
す
る
た
め
、
土
地
改
良
が
現
状

の
ま
ま
で
満
足
し
て
い
て
は
な
ら
な
い
。
更

な
る
前
進
、
高
み
を
目
指
し
て
い
く
た
め
に

は
、
我
々
に
『
闘
う
決
意
』
が
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。
み
ん
な
で
頑
張
っ
て
い
こ
う
」
と

呼
び
か
け
た
。

　

隣
席
し
た
野
上
大
臣
は
、
祝
辞
の
中
で
、

農業農村整備予算の獲得に向けて、総力を結集した農業農村整備の集い

員
長
、
塩
谷
立
自
民
党
農
林
・
食
料
戦
略
調

査
会
長
、
西
川
公
也
内
閣
官
房
参
与
が
挨
拶

に
立
ち
、
必
要
な
土
地
改
良
予
算
の
確
保
に

向
け
た
決
意
を
述
べ
た
。

　

続
い
て
、
来
年
秋
に
全
国
土
地
改
良
大
会

の
開
催
を
予
定
し
て
い
る
水
土
里
ネ
ッ
ト
群

馬
の
村
上
行
正
常
務
理
事
が
土
地
改
良
事
業

の
計
画
的
・
安
定
的
な
推
進
に
必
要
な
予
算

の
確
保
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
要
請
案
文
を
朗

読
し
、
こ
れ
を
全
会
一
致
で
採
択
し
た
。

　

こ
の
ほ
か
臨
席
し
た
国
会
議
員
、
農
林
水

産
省
農
村
振
興
局
幹
部
を
紹
介
の
後
、
事
例

発
表
で
は
、
水
土
里
ネ
ッ
ト
女
性
の
会
・
萩

原
丈
巳
会
長
（
水
土
里
ネ
ッ
ト
や
ま
な
し
）

が
水
土
里
ネ
ッ
ト
女
性
の
会
の
設
立
状
況
と

活
動
方
針
を
報
告
し
た
。

　

最
後
に
、
水
土
里
ネ
ッ
ト
群
馬
の
熊
川
栄

会
長
の
音
頭
で
、〝
ガ
ン
バ
ロ
ウ
三
唱
〞
を
声

高
ら
か
に
唱
和
、
予
算
確
保
へ
一
致
団
結
す

る
こ
と
を
誓
い
あ
っ
た
。

　

集
い
で
採
択
し
た
要
請
書
は
次
の
通
り
。



5

　農村では、都市に先駆け高齢化や人口減少が進んでおり、農業従事者の高齢化、減少等により、農地、農業用水等の管理や
営農の継続が困難になる等の課題に直面している。こうした中で、本年三月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」
の実現に向け、農業を魅力ある産業として担い手に引き継いでいくためには、農地の集積・集約、農地の大区画化・汎用化等
の農地整備や適時適切な農業水利施設等の維持・更新が不可欠である。
　また、全国各地で農業水利施設等の老朽化が進行する中、令和元年八月の豪雨災害、同年の台風第十九号による災害、令和
二年七月豪雨災害等、大規模地震や豪雨災害が頻発しており、国民の生命と財産を守るためには、農村地域の防災・減災対策
等の国土強靱化を推進する必要がある。
　さらに、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、我が国のサプライチェーンの再構築の一環として特に重要な食料安全
保障確立の観点から、日本の食料生産を支えている農地、農業用水等の農業生産基盤を維持し、国民の不安を解消していかな
ければならない。
　水土里ネットには、先人のたゆまぬ努力により維持・活用されてきた農地、農業用水等の地域資源を良好な状態で次世代に
継承していく責務があり、水土里ネットが有する技術、経験、水土里情報システムなど持てる能力を最大限に発揮するため、
その体制強化が喫緊の課題となっている。
　一方、近年の土地改良に関連する法制度については、平成二十九年、三十年に土地改良法が改正され、農地中間管理機構と
連携した農業者の費用負担を求めない農地整備事業や、ため池等の耐震化を迅速に進める事業等が創設されるとともに、土地
改良区の運営基盤の強化を図る見直しが講じられた。また「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」が令和元年七月から、
「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法」が令和二年十月から施行されたところである。
　このような状況下において、土地改良関係予算は、「闘う土地改良」の下、組織一丸となって様々な活動を行った結果、令和
元年度補正予算、令和二年度当初予算において臨時・特別の措置を含め、六千五百十五億円が確保された。引き続き、計画的・
安定的な事業実施のため、現場のニーズに応えられる規模の予算の確保が必要である。
　全国の水土里ネットは、果たすべき役割を強く認識し、女性の能力を活用しつつ、農業農村の振興に積極的な貢献を果たし
ていく覚悟であり、「闘う土地改良」の下、一致団結して、次の事項の実現を国に強く要請する。

記

　一 　農林水産業は国の基であり、土地改良はその根幹を成すものである。土地改良事業の計画的・安定的な推進のため、令
和三年度当初予算について、現場のニーズに応えられるよう、必要な予算を確保すること。また、令和二年度補正予算に
ついても、十分な予算措置を講じること。

　二　大規模災害からの復旧・復興を早急に進めること。その際、原形復旧に止まらず、再度災害防止の措置を講じること。
　三 　農業の競争力強化のため、高収益作物の導入、農地集積・集約化を促す農地の大区画化・汎用化と水田の畑地化を一層
推進すること。

　四 　農村地域の国土強靭化のため、老朽化した農業水利施設の長寿命化、豪雨・耐震化対策等を一層推進すること。特に、
令和三年度以降の国土強靱化対策については、これまでの三か年緊急対策の内容の拡充を図り、中長期的かつ明確な見通
しのもと、令和三年度からの五か年の計画とし、別枠で大幅な当初予算規模の拡充を図ること。

　五 　改正土地改良法の適切な運用を図るため、その普及啓発に努めること。また、複式簿記の導入など土地改良区の運営基
盤の強化に対する支援を、土地改良区の声に真摯に耳を傾けて推進すること。

　六 　豪雨災害の頻発・激甚化、農業用ダムの洪水調節機能の強化、農業構造や営農形態の変化に適切に対応できるよう、農
業水利施設の維持管理に関する支援を強化すること。

　七 　「農業用ため池の管理及び保全に関する法律」及び「防災重点農業用ため池に係る防災工事等の推進に関する特別措置法」
に基づき、技術的、財政的支援とともに十分な地方財政措置を講じ、農業用ため池の防災対策をソフト・ハード両面にわたっ
て強力に推進すること。

　八 　ため池の決壊や排水施設の溢水等により、住民の生命・財産への被害が生じていることに鑑み、令和二年度に創設され
た緊急浚渫推進事業の対象に防災重点農業用ため池や基幹的な農業水利施設を追加すること。

　九 　農業用ダムの洪水調節機能の強化に当たっては、ダム管理者及び関係利水者の過度な負担とならない取組とするととも
に、必要な支援措置を講じること。

　十 　多面的機能支払制度による農地や水路、農道等の共同活動等を推進するため、十分な予算の確保とともに運営体制の強
化を図ること。また、取組を一層発展されるため、水土里ネットが有する技術、経験など持てる能力を十分活用できる支
援措置を講じること。

　十 一　少子高齢化・人口減少により集落の衰退が現実のものとなりつつあり、また、生活インフラは老朽化し自然災害にも
脆弱な状況にある。一方で、新型コロナウイルス感染症の教訓により、農村居住やリモートワーク、農泊といった農村の
価値が改めて高く評価されている。これらを踏まえ、農村における生活環境の維持・向上を図るとともに、都市・農村の
交流・関係人口の増大を図るため、集落排水施設、農道・集落道や情報通信環境といった農村インフラの整備・統廃合や
長寿命化・強靱化を推進すること。

　十 二　新型コロナウイルス感染症が再拡大するリスクに備えて、必要に応じ、農業水利施設の維持管理に関するセーフティー
ネットを構築すること。

　　令和２年11月20日
全国土地改良事業団体連合会、都道府県土地改良事業団体連合会

要　　請　　書
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北
海
道
海
岸
農
地
保
全

対
策
事
業
促
進
協
会

令
和
３
年
度
農
地
海
岸
事
業
の

予
算
確
保
を
要
請

第
１
回
土
地
改
良
区
委
員
会

指
導
監
査
に
係
る
本
会
の

　
　
　
　

対
応
な
ど
協
議

　

北
海
道
海
岸
農
地
保
全
対
策
事
業
促
進
協

会
（
会
長
＝
石
田
昭
廣
・
湧
別
町
長
）
は
令

和
3
年
度
国
費
予
算
概
算
決
定
に
向
け
、
11

月
12
日
、
道
内
選
出
国
会
議
員
を
は
じ
め
農

水
省
等
に
対
し
要
請
活
動
を
実
施
。
海
岸
保

全
施
設
の
整
備
を
進
め
る
農
地
海
岸
事
業
の

計
画
的
な
推
進
に
必
要
な
予
算
の
確
保
を
強

く
求
め
た
。

　

要
請
で
は
、
石
田
会
長
が
道
内
選
出
国
会

議
員
を
は
じ
め
農
水
省
農
村
振
興
局
を
訪

れ
、「
近
年
、
台
風
や
地
震
な
ど
大
規
模
な
自

然
災
害
が
多
発
し
て
い
る
中
で
、
海
岸
保
全

　

政
府
は
11
月
3
日
付
で
、
2
0
2
0
年
秋

の
叙
勲
の
受
章
者
を
発
表
。
こ
の
中
で
、
土

地
改
良
事
業
功
労
で
伊
林
正
氏
（
前
・
大
雪

土
地
改
良
区
理
事
長
）
が
、
旭
日
双
光
章
の

栄
に
浴
し
た
。

　

伊
林
氏
は
、
平

成
12
年
に
旭
鷹
土

地
改
良
区
理
事
、

18
年
に
旭
鷹
、
比

布
、
愛
別
、
上
川

の
4
区
合
併
後
の
大
雪
土
地
改
良
区
理
事
、

22
年
か
ら
理
事
長
を
務
め
ら
れ
、
国
営
緊
急

農
地
再
編
整
備
事
業
や
道
営
農
地
整
備
事
業

等
各
種
事
業
を
積
極
的
に
推
進
す
る
と
と
も

に
、
合
併
以
前
の
旧
4
区
の
地
区
別
賦
課
金

を
統
一
賦
課
金
と
し
負
担
額
の
平
準
化
を
図

る
な
ど
、
土
地
改
良
事
業
の
円
滑
な
推
進
と

土
地
改
良
区
の
健
全
な
運
営
に
尽
力
。
地
域

の
農
業
振
興
の
発
展
に
大
き
く
貢
献
さ
れ
、

こ
れ
ら
の
功
績
に
よ
り
今
回
の
受
章
と
な
っ
た
。

　

ま
た
、
本
会
と
の
関
わ
り
で
は
、
25
年
に

本
会
上
川
支
部
理
事
及
び
同
支
部
土
地
改
良

区
委
員
会
委
員
長
、
さ
ら
に
26
年
か
ら
本
会

農
業
農
村
整
備
推
進
委
員
会
委
員
に
就
任
。

地
域
の
農
業
振
興
の
み
な
ら
ず
、
全
道
的
見

地
か
ら
農
業
・
農
村
の
発
展
に
尽
力
さ
れ
た
。

秋 の 叙 勲
土
地
改
良
事
業
功
労
で

前
・
大
雪
土
地
改
良
区
理
事
長

伊
林 
正
氏
が

旭
日
双
光
章
を
受
章

　

本
会
は
10
月
15
日
、
令
和
2
年
度
第
1
回

土
地
改
良
区
委
員
会
（
委
員
長
＝
河
村
康
英・

渡
島
平
野
土
地
改
良
区
理
事
長
）を
開
い
た
＝

写
真
。
令
和
3
年
度
農
業
農
村
整
備
事
業
に

関
す
る
国
費
予
算
の
概
要
に
つ
い
て
情
報
を

共
有
し
た
ほ
か
、
土
地
改
良
区
の
指
導
監
査

に
係
る
本
会
の
対
応
等
に
つ
い
て
協
議
し
た
。

　

委
員
会
に
は
、
委
員
10
名
の
ほ
か
、
本
会

の
加
藤
聡
専
務
、
本
間
勤
常
務
、
道
農
政
部

農
村
振
興
局
農
業
施
設
管
理
課
の
川
畑
恭
章

指
導
管
理
担
当
課
長
を
は
じ
め
同
課
担
当
職

員
が
出
席
。

　

冒
頭
、
挨
拶
に
立
っ
た
河
村
委
員
長
は
、

農
業
農
村
整
備
関
連
の
国
費
予
算
に
つ
い

て
、「
農
業
農
村
整
備
関
係
予
算
は
、
対
前
年

度
比
22
％
増
の
増
額
要
求
と
な
り
、
ま
た
、

防
災
減
災
、
国
土
強
靭
化
や
Ｔ
Ｐ
Ｐ
関
連
対

策
に
か
か
る
経
費
に
つ
い
て
は
、
今
後
の
予

算
編
成
過
程
で
検
討
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ

た
。
概
算
要
求
の
満
額
確
保
な
ど
に
向
け
、

一
層
の
ご
支
援
を
お
願
い
す
る
」
と
述
べ
る

と
と
も
に
、
本
年
度
ま
で
と
な
っ
て
い
る
道

の
パ
ワ
ー
ア
ッ
プ
事
業
に
つ
い
て
、「
関
係
団

体
と
連
携
を
図
り
な
が
ら
次
期
対
策
に
つ
い

て
更
な
る
働
き
か
け
を
行
っ
て
い
く
。
引
き

続
き
の
ご
支
援
・
ご
協
力
を
お
願
い
す
る
」

と
呼
び
か
け
た
。

　

議
事
で
は
、
複
式
簿
記
会
計
導
入
に
向
け

た
巡
回
指
導
の
指
導
方
法
や
実
施
時
期
等
を

説
明
。
令
和
４
年
事
業
年
度
ま
で
の
貸
借
対

照
表
の
作
成
・
公
表
に
向
け
、
今
年
度
は
31

土
地
改
良
区
に
対
し
、
導
入
状
況
に
応
じ
た

指
導
・
助
言
を
行
う
こ
と
を
確
認
し
た
。

　

ま
た
、土
地
改
良
区
指
導
監
査
に
つ
い
て
、

本
年
度
施
行
し
た
本
会
の
指
導
監
査
規
程
や

土
地
改
良
区
別
の
監
査
費
用
な
ど
を
提
示
。

指
導
監
査
に
関
す
る
リ
ス
ク
細
目
数
を
２
項

目
と
し
た
場
合
、
本
会
か
ら
の
距
離
に
応
じ

て
、
監
査
費
用
が
18
万
７
千
円
か
ら
25
万
３

千
円
と
な
る
こ
と
な
ど
を
説
明
し
、
各
委
員

の
理
解
を
得
た
。

　

そ
の
ほ
か
、
資
産
評
価
デ
ー
タ
整
備
事
業

の
進
捗
状
況
と
今
後
の
作
業
予
定
等
や
水
土

里
ネ
ッ
ト
女
性
の
会
の
全
国
の
設
立
状
況
等

を
確
認
し
た
。

　

当
日
出
席
し
た
委
員
長
以
外
の
委
員
は
次

の
通
り
（
敬
称
略
）。

（
副
委
員
長
）

▽
鈴
木
弘
美（
富
良
野
土
地
改
良
区
理
事
長
）

（
委
員
）

▽
古
谷
陽
一
（
篠
津
中
央
土
地
改
良
区
理
事

長
）
▽
横
井
信
一
（
深
川
同
）
▽
榎
本
好
男

（
て
し
お
が
わ
同
）
▽
酒
井
誠
一
（
狩
場
利

別
同
）
▽
山
田
英
雄
（
厚
真
町
同
）
▽
小
森

隆
寛（
帯
広
市
同
）▽
岩
崎
隆
幸（
北
見
同
）

▽
荒
木
俊
彦
（
オ
ロ
ロ
ン
同
）
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農林水産省では、令和３年度スマート農業実証プロジェクトの
実施に向けた相談窓口を設置しました。

【情報提供】

令和２年11月16日
農林水産省技術会議事務局研究推進課

令和３年度スマート農業実証プロジェクトの実施に向けた相談窓口の設置について

　高齢化等による担い手不足が深刻化する中、我が国農業の成長産業化に向けては、技術発展の著しいロボット技術
やAI、IoT等の先端技術を活用した「スマート農業」の実現により、生産性向上や労働力不足の解消を図ることが急務
となっております。
　このため、農林水産省では、令和元年度から「スマート農業実証プロジェクト」（※）として、現在の技術レベルで
最先端の技術を生産現場に導入・実証することで、技術面・経営面での効果を明らかにし、スマート農業技術の更な
る高みを目指すとともに、社会実装の推進に資する情報提供等を行う取組を支援しています。
　この「スマート農業実証プロジェクト」では、令和３年度においても新たな実証地区を設けることを検討しており、
是非、ご関心のある皆さまに当該実証プロジェクトをご活用いただき、スマート農業の社会実装を推進してまいりた
いと考えておりますが、他方、生産者・民間企業・大学・試験研究機関等によるコンソーシアムの設立や、実証内容
の検討には時間を要することから、早期に検討を開始いただくことが望ましいため、今般、農林水産省技術会議事務
局研究推進課において、令和３年度のスマート農業実証プロジェクトの実施に向けた相談窓口を設置いたしました。
　メール、お電話、Webex等を用いたテレビ会議等で、随時対応させていただきますので、以下の担当まで、お気軽
にご連絡いただけますと幸いです。
　なお、実際の公募等につきましては、予算内容が定まってから（年明け以降）を予定しております。
　どうぞよろしくお願いいたします。

※「スマート農業実証プロジェクト」の詳細については、下記のホームページをご参照ください。
（https://www.aff rc.maff .go.jp/docs/smart_agri_pro/smart_agri_pro.htm）

【相談窓口】
農林水産省技術会議事務局研究推進課スマート農業チーム　（担当）豊井、金子、東
電話 03-3502-8111 内線（5891）　メールアドレス smart_agri@maff .go.jp

「
わ
が
村
は
美
し
く
―
北
海
道
」
運
動

記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

わ
が
村
運
動
20
年
を
総
括

　
「
わ
が
村
は
美
し
く
―
北
海
道
」
運
動
の

記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
主
催　

北
海
道
開
発

局
、
N
P
O
法
人
わ
が
村
は
美
し
く
―
北
海

道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
）
が
11
月
26
日
、
札
幌
市

内
の
ホ
テ
ル
で
開
催
さ
れ
た
。

　

こ
の
運
動
は
、
魅
力
あ
る
活
力
に
満
ち
た

北
海
道
を
実
現
す
る
た
め
、「
景
観
」
の
形

成
、「
地
域
特
産
物
」
の
ブ
ラ
ン
ド
化
、
活
発

な
「
人
の
交
流
」
づ
く
り
を
３
本
の
柱
と
し

て
平
成
13
年
に
始
ま
り
、
今
年
で
20

年
の
節
目
を
迎
え
た
。

　
「
わ
が
村
運
動
20
年
の
歩
み
―
取

組
が
残
し
た
も
の
・
今
後
へ
の
期
待
」

と
題
し
て
講
演
し
た
中
井
和
子
氏

（
N
P
O
法
人
わ
が
村
は
美
し
く

─

北
海
道
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
理
事
長
）は
、

今
後
の
活
動
に
つ
い
て
、「
次
世
代
に

引
き
継
ぎ
、
新
し
い
発
想
を
取
り
入

れ
て
、
美
し
く
魅
力
あ
る
農
地
・
農

村
の
地
域
づ
く
り
が
進
め
ら
れ
て
い

く
こ
と
が
重
要
。
引
き
続
き
こ
の
運

動
が
地
域
づ
く
り
の
サ
ポ
ー
ト
役
に

な
れ
る
こ
と
を
願
う
」
と
述
べ
た
。

　

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
で

は
、
５
名
の
有
識
者
に
よ
り
、
わ
が

村
運
動
20
年
の
成
果
や
今
後
へ
の
期

待
な
ど
に
つ
い
て
意
見
が
交
わ
さ
れ

た
。

施
設
の
整
備
や
耐
震
化
、
老
朽
化
し
た
施
設

の
計
画
的
な
更
新
な
ど
、
津
波
・
高
潮
等
に

よ
る
被
害
の
防
止
、
最
小
化
等
を
図
る
こ
と

が
喫
緊
の
課
題
」
と
訴
え
、
道
内
の
継
続
７

地
区
と
新
規
採
択
要
望
１
地
区
の
海
岸
保
全

施
設
整
備
の
推
進
に
必
要
な
３
年
度
予
算
の

確
保
を
強
く
求
め
た
。

武部新衆議院議員へ要請する石田会長
（中央）と本会の加藤専務（右）

コロナウイルス感染症対策のため規模を縮小して開催
され、多くの参加者はオンラインで参加した。
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